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〒606-8501京都市左京区吉田本町 京都大学経済学部 堀 和生 

















時  間： 2012年5月22日(火) 16：30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館・地下１階みずほホールⅠ、Ⅱ  






















クラチェ州の Kampong Damrei地区に暮らす村民約 700人が、村の代
表者の Bun Ratha さんを解放するよう州政府に求めるため、今日(4 月 9
日)も抗議活動を行った。Kasotim 社との紛争に巻き込まれた村人達は、
州の刑務所と裁判所の周辺で抗議活動を行うつもりであり、もし州知事









４／０９、タイのソンクラー州にある Phatthana Seafood社で働く約 800人のカンボジア人労働者が、会社が労働者を
搾取しているとしてストライキを行った。伝えられた内容によると、この会社は 4 月 1 日に州の定める最低賃金が上げ
られて以来、1日 20バーツ(0.64US ドル)の食料手当が廃止されたようだ。ストライキの代表 Sok Sorngさんは昨日、労









カンボジア法律人権センター労働プログラムの代表者である Moeun Tola氏は、会社のおよそ 2000人の労働者の












先週起こった 3つの失神事件について、野党の Mu Sochua 議員は、そのうちの 2つは Nike製品を作っている工
場＝Sabrina Manufacturing社で起こっている（Kampong Speu州にある工場では、水曜に 107人が失神したのに引き





では今年の頭 3 ヶ月間に約 970人の労働者が気を失った」、という報告が労務省から出ていることに言及した。 
 Mu Sochua 議員はまた、これは政府の労働者保護の欠落であると話し、「内閣は、労働者の権利、人間の権利を軽
視している。労務省が専門知識に欠けており、問題の根本を探るためにトレーニングをするべきだ」とも付け加えた。 













ートレード組合のChea Mony氏は、そこで台湾資本の Sabrina (Cambodia)社(従業員約 8000人)においての労働者の
権利について話されたと述べた。GMAC事務局の Ken Loo氏は、ナイキ社は本件を非常に重大事項として受け止め
ており、同社のアジア地区の責任者が会議に参加するためにカンボジアにやって来たと述べた。そして、Better 





























シニアエコノミスト Peter Brimble氏は今週 Eメールのなかで話した。「もしカンボジアからミャンマーへ海外直接投資を

















カが最大の取引先だと Khine Khine New氏は述べた。アメリカのミャンマーに対する制裁は、2005年までに 60%以上
の輸出額をさせたが、その間にカンボジアは 90%に近い成長を成し遂げている。ミャンマーから日本、韓国への取引






価値の余地はほとんど残っていない」、と Emerging Markets Consulting 社の Peters氏は述べた。「一方、ミャンマー
































ったのが、Yu Shen, ‘A Marxian Optimal Growth Model of China: 1981-2005’, 京都大学経済学会『経済論
叢』第 185 巻第 2 号、2011 である。この計算のためには、中国の産業連関表を入手し、それを消費財部門
と生産財部門に 2分割・整理し、かつマクロの資本ストックを推計した上で、それもまた消費財部門と生産
財部門に 2分割・整理するという極めて複雑な作業を要するが、それをしたうえでの計算である。そして、
その結果、最終的に到達されるべき「一人当たり資本の最適量」は 49335 人民元、2005 年時点の現実の一




ロ成長」はいつ頃来るのだろか。この興味ある問題に答えるべく、上記の Yu Shen論文も努力している。 
 この論文がこの問いに答えるべく仮定しているのは次の諸点である。すなわち、次のグラフに見るように


















































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
12月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
1月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011年 9.2            
1月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 




8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
